
第１回 赤磐市まちづくり審議会 

 

日時：令和６年８月１日（木）１０時～   

場所：赤坂健康管理センター 多目的ホール 

【次 第】 

１ 開会、市長挨拶 

２ 委嘱状交付 

３ 委員の紹介（自己紹介） 

４ 会長及び副会長の選任 

５ 諮問 

６ 議事 

（１）赤磐市まちづくり審議会の運営について（案） 

（２）総合計画、策定スケジュール等について 

（３）赤磐市の人口動態 

７ その他 

＜次回日程・案＞  令和６年９月２６日（木） １０時～ 

＜次回場所・案＞  赤磐市役所 ３階第１会議室 

８ 閉会 

 

【配布資料】 

（資料１）赤磐市まちづくり審議会委員名簿 

（資料２）赤磐市まちづくり審議会への諮問書 

（資料３）赤磐市まちづくり審議会の運営について（案） 

（資料４）総合計画、策定スケジュール、活動報告 

（資料５）基礎資料集（条例、規程、人口動態などの基礎資料、重要業績評価指標） 

（参考資料）第 2次赤磐市総合計画、赤磐市創生総合戦略、人口ビジョン 



 



第１回赤磐市まちづくり審議会 

資料Ｎｏ．１ 

 

【委員名称】赤磐市まちづくり審議会 

【任  期】令和６年８月１日～令和７年７月３１日（１年） 

 

分 野 所属機関・団体等 氏 名 

学識経験者 

環太平洋大学 阿部 宏史 

福山大学 大畑 友紀 

自治連合会 赤磐市自治連合会 今井 哲治 

市民活動・地域づくり 

赤磐市市民活動支援センターどんぶらこ 大森 哉絵 

元赤磐市地域おこし協力隊 戸田 洋美 

みんなの集落研究所 藤井 裕也 

安心・安全 あかいわ防災士連絡会 水谷 幸子 

福祉・保健・医療 

赤磐市在宅医療・介護連携推進協議会 大石 直哉 

赤磐市障害者自立支援協議会 西村 公夫 

子育て 保護者 古矢 留未 

産業振興 

赤磐商工会 中原 哲哉 

赤磐市農業経営者クラブ協議会 大森 啓二朗 

教育・文化 

元赤磐市教育委員会 教育長 土井原 康文 

元赤磐市教育委員会 教育委員 平松 由香 
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第１回赤磐市まちづくり審議会 

資料Ｎｏ．２ 

 
（案） 

 

赤 政 第     号   

令 和 ６ 年 ８ 月 １ 日   

 

 赤 磐 市 ま ち づ く り 審 議 会 会 長  殿  

 

赤 磐 市 長  友 實  武 則    

 

 

赤 磐 市 総 合 計 画 の 策 定 に つ い て （ 諮 問 ）  

 

 赤 磐 市 ま ち づ く り 審 議 会 条 例（ 平 成 １ ７ 年 赤 磐 市 条 例 第 ３ １ 号 ）第

２ 条 の 規 定 に 基 づ き 、 第 ３ 次 赤 磐 市 総 合 計 画 に つ い て の 調 査 及 び 審

議 を 求 め ま す 。  
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第１回赤磐市まちづくり審議会 

資料Ｎｏ．３ 

 
赤磐市まちづくり審議会の運営について（案） 

 

赤磐市まちづくり審議会の運営に当たり、次のとおり取り扱うこととする。 

 

 

１ 会議及び会議録の公開 

（１）会議は、赤磐市まちづくり審議会会議運営規程第２条の規定に基づき、公開す

る。 

（２）会議録は、発言者の氏名を伏せて調整し、原則、会議資料と併せて市のホーム

ページで公開する。 

（３）ただし、会議録に赤磐市情報公開条例第７条各号に該当する不開示情報が記録

されている場合は、会議録からその記録を削除することができる。 

（４）会議録は、議長及び議長が指名した２名の委員が署名することとする。 

 

２ 会議の傍聴 

（１）会議は、赤磐市まちづくり審議会会議運営規程第５条の規定に基づき、傍聴す

ることができる。 

（２）会議の開催については、原則、事前に市のホームページで告知する。 

（３）傍聴を希望する者は、受付表に住所及び氏名を記入することとする。 

 

３ その他 

（１）委員名簿は、公開するものとする。名簿には、審議会での役職名（会長、副会

長）、氏名、所属機関・団体等を記載する。 

（２）１回の会議について概ね２時間程度とする。 

（３）各委員の発言時間を十分確保し、効率的・効果的な会議とするため、事務局は

会議資料を各委員に事前配付することとし、会議での説明は簡潔にするよう努

める。 
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第１回赤磐市まちづくり審議会 

資料Ｎｏ．４ 

 

総合計画、策定スケジュール等について 

 

１ 総合計画について 

（１） 自治体における最上位の計画です。総合的かつ計画的な市政運営を推進するた

めに策定しています。 

（２） 「基本構想」、「基本計画」、「実施計画」の３層により構成されます。 

 

… 目指すべき将来像、その実現に向けた基本的な方向性を示す

もの。 

… 基本構想を実現するために必要な施策を体系的に示すもの。 

計画期間を前期と後期に分け、具体的な目標を立てるもの。 

… 基本計画で定めた施策を推進するための具体的な事業計画 

（赤磐市では１年ごとに更新） 

 

（３） 今までの総合計画は、次の計画期間で策定されています。 

  第１次赤磐市総合計画 平成１８年度～平成２７年度（１０年間） 

  第２次赤磐市総合計画 平成２７年度～令和６年度 （１０年間） 

（４） 第２次赤磐市総合計画で設定した目標指標の達成状況（令和５年度末時点）は、

次のとおりです。 

  評価対象となる２９ＫＰＩのうち、約７割に当たる２０のＫＰＩで目標を達成又

は目標値に対して達成状況８割を上回る。 

  一方で、９のＫＰＩで目標値に対して達成状況８割を下回る。特に、新規企業立

地件数、新規立地企業の雇用創出数については、令和５年度終了時点では大きく

目標と乖離している。 

【ＫＰＩ評価一覧】 

重点戦略 ◎ 〇 ▲ 合計 

Ⅰ 経済・産業に活力があり、ひとが集まるまちを創る ２ ３ ４ ９ 

Ⅱ 安心して子育てができ、次代を担うひとが育つまちを創る ５ ４ ３ １２ 

Ⅲ 多彩な人材の活躍により、地域が活性化しているまちを創る ３ ３ ２ ８ 

（備考）評価の基準 

「◎」：基準値を達成 

「〇」：目標値に達していないものの、目標値に対して達成状況８割を上回るもの。 

「▲」：目標値に達しておらず、目標値に対して達成状況８割を下回るもの。 

  ＫＰＩ、それぞれの実績数値については、資料５に掲載 
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（５） 第３次赤磐市総合計画は、次の期間で策定する予定です。 

  令和７年度～令和１４年度（８年間） 

  「基本計画」とは、個別の施策や事業を４年間で実行していくための計画です。 

（６） 第３次赤磐市総合計画は、総合戦略と一体のものとして策定します。 

  総合戦略とは、総合計画の方針において、特に、地域経済の活性化や人口減少

問題に対応し、持続可能な発展に向けて取り組むべき内容を重点化した内容を

示したものとして「創生総合戦略」を策定する。 

 

 

２ 策定スケジュールについて 

（１） まちづくり審議会は、次のスケジュールで開催する予定 

  第１回 令和６年８月１日 会長・副会長選任、諮問 

  第２回 令和６年９月 「基本構想」の検討 

  第３回 令和６年１１月 「基本構想」の修正確認 

  第４回 令和７年１月 「基本計画」の検討 

  第５回 令和７年２月 「基本計画」の修正確認、パブリックコメント 

  第６回 令和７年４月 答申案の協議、答申 

（２） 令和７年６月赤磐市議会定例会に議案を上程する予定 
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３ これまでの取り組みについて 

（１） 市民アンケート「令和４年度市民アンケート調査」 

 

【調査期間】令和４年１０月４日（火）～令和４年１０月２８日（金） 

【調査対象】１８歳以上の市民の方３，０００人を無作為で抽出して調査票を郵送 

【回 収 数】１，１０５通 （回収率３６．８％） 

 

令和 4 年度市民アンケートにおいて、赤磐市の取組 41項目における「重要度」と「満足

度」の調査を行っています。この調査結果から「重要度」と「満足度」の散布図を作成し、

相関を図表化しています。市民の方が重要だと感じていて、尚且つ満足できていないと感

じている分野が重点改善ゾーン（赤枠の中）になります。 

重点改善ゾーンに該当する主な項目は、「雇用・勤労者対策の充実」、「道路・交通ネッ

トワークの整備」、「仕事と子育ての両立」、「住宅・市街地の整備」、「高齢者福祉の充実」

です。 

なお、各地域、性別、年代に区分して確認したところ、多少の変化はあるものの傾向は

変わらず、上記の項目が住民の皆さんにとって大きな課題となっていることが見て取れま

す。 

 

【重要度と満足度から推測される分析結果】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

重点改善ゾーン

重要度が高く、満足度が低い

→改善が推奨される事項

重点維持ゾーン

重要度が高く、満足度が高い

→改善の余地は少ないが、

継続して取り組む事項

注意ゾーン

重要度が低く、満足度が低い

→改善の余地はあるが、改善し

ても効果が期待できない事項

現状維持ゾーン

重要度が低く、満足度が高い

→特に気にする必要のない事項

重
要
度
平
均

満足度平均
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【令和 4 年度市民アンケート調査における重要度と満足度の関係】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  1 雇用・勤労者対策の充実…

2 道路・交通ネットワークの整備

（道路交通網の充実）

3 産業振興

（商工業・観光の活気）

4 シティプロモーション

5 歴史・文化の保存と活用

（保存・継承）

6 歴史・文化の保存と活用

（市民活動や地域づくり）

7 産業振興（農林業の興味

や関心）

8 農業経営者の育成

9 新規就農者の支援

10 体制整備

11 雇用・勤労者対策の充実

（十分な雇用の場）

12 助成制度の充実

13 保険・医療の充実

（医療体制の充実）

14 情報・サービス提供体制

15 子育て支援の充実

16 地域ぐるみの子育て支援

17 仕事と子育ての両立

18 学校教育の充実

19 青少年の健全育成

20 市民主体のまちづくりの推進

（情報の入手）

21 住宅・市街地の整備

22 障害者福祉の充実

23 社会保障の充実

24 消防・防災の充実

25 消費者対策の充実

26 循環型社会の構築

27 交通安全・防犯体制

28 市民主体のまちづくり

（市民参画）

29 地域コミュニティの育成

30 道路・交通ネットワークの整備

（公共交通の充実）

31 目的地へ行けるバス路線が

あるか

32 バスと電車の乗り継ぎ

は便利か

33 バスからバスへの

乗り継ぎは便利か

34 バスの運行時間帯（始発・

最終）は充実しているか

35 男女共同参画社会の形成

36 人権尊重社会の形成

37 高齢者福祉の充実

38 保険・医療の充実（健

康づくりの取り組み）

39 地域福祉の充実

40 生涯学習社会の確立

41 生涯スポーツの振興

3.20

3.30

3.40

3.50

3.60

3.70

3.80

3.90

4.00

4.10

4.20

4.30

4.40

4.50

4.60

1.80 2.00 2.20 2.40 2.60 2.80 3.00 3.20 3.40 3.60 3.80 4.00

重要度

平均

4.05

満足度

平均

2.78

Ａ：重要度が高く、満足度が低い

（重点化・見直し領域）

Ｂ：重要度、満足度ともに高い

（現状維持領域）

Ｃ：重要度、満足度ともに低い

（改善・見直し領域）

Ｄ：重要度が低く、満足度が高い

（現状維持・見直し領域）

Ａ：重要度が高く、満足度が低い

（重点化・見直し領域）
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（２） ワークショップ開催報告 

市民ワークショップを４回開催した。 

赤磐市の未来を考える“フューチャー・デザイン”という手法により、将来のための

提言を考えてもらいました。 

  第１回 令和６年３月２３日 

【参加者】９人 

【対 象】本市出身の２０歳の人 

 

  第２回 令和６年５月２５日、第３回 令和６年６月２９日 

【参加者】合計３１人（第２回：１２人、第３回：１９人） 

【対 象】住民基本台帳から無作為抽出して、２，５００人に案内を郵送配布 

【その他】参加率１．２％ 

 

  第４回 令和６年７月１３日 

【参加者】２４人 

【対 象】市内の幼稚園、保育園、こども園、小学校、中学校の保護者 

 

 

  寄せられた主な意見や内容の分析については、第２回赤磐市まちづくり審議会にて

まとめて報告させていただきます。 
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（３） オンラインによる一言アンケート 

 

【調査項目】「あなたは「赤磐市」に、どのようなイメージを持っていますか。」 

 例えば、「赤磐市ってどんなところ？」と友人に尋ねられて紹介する場面

を想像しながら、回答してみてください。 

【調査方法】グーグルフォームによりオンライン回答 

広報あかいわ（６月号）に掲載して周知。併せて市ホームページにも掲載 

【回答者数】７２１人 

【調査期間】令和６年５月１７日～令和６年６月１０日 

 

（備考）広報あかいわ 令和６年６月号 
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【分析イメージ】テキストマイニングにより図表化 
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○赤磐市まちづくり審議会条例 

平成１７年３月７日 

条例第３１号 

（設置） 

第１条 魅力ある地域づくりを目指し、豊かな自然や恵まれた生活環境を生かしたまちづくりを推進す

るため、赤磐市まちづくり審議会（以下「審議会」という。）を設置する。 

（所管事務） 

第２条 審議会は、市長の諮問に応じ、赤磐市総合計画に関する事項について調査審議する。 

（組織） 

第３条 審議会は、２０人以内で組織する。 

２ 委員は、まちづくりに関し識見を有する者のうちから市長が委嘱する。 

（任期） 

第４条 委員の任期は、１年とする。ただし、欠員を生じた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間

とする。 

２ 委員は、再任することができる。 

３ 市長は、特別の事情があると認めた場合は、委員を解任することができる。 

（会長及び副会長） 

第５条 審議会に会長及び副会長１人を置く。 

２ 会長は、学識経験のある者につき任命された委員のうちから委員の互選により定める。 

３ 副会長は、委員の互選により定める。 

４ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

５ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（議事） 

第６条 審議会は、会長が招集する。 

２ 審議会は、委員の過半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。 

４ 緊急の必要があり会議を招集する暇がないときその他やむを得ない理由のあるときは、委員に書面

を送付し審議することで会議に代えることができる。 

（庶務） 

第７条 審議会の庶務は、総合政策部において処理する。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 
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この条例は、平成１７年３月７日から施行する。 

附 則（平成１８年１２月２６日条例第９１号） 

この条例は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年３月２２日条例第２号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年１２月２４日条例第３９号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年９月３０日条例第１９号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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○赤磐市まちづくり審議会会議運営規程 

平成１７年１１月１０日 

告示第１９８号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、赤磐市まちづくり審議会条例（平成１７年赤磐市条例第３１号）第８条の規定に基

づき、赤磐市まちづくり審議会の会議（以下「会議」という。）の運営に関し必要な事項を定めるもの

とする。 

（基本方針） 

第２条 会議は、公開するものとする。 

（会長等の責務） 

第３条 会長は、会議の議長となる。 

２ 議長は、迅速かつ効率的に会議を運営することに努めなければならない。 

３ 委員は、会議に積極的に参加するとともに、円滑な議事運営に協力しなければならない。 

（会議の開閉等） 

第４条 会議の開会及び閉会は、議長が宣告する。 

２ 委員は、議長の許可を得た後、発言するものとする。 

（傍聴） 

第５条 会議は、議長の許可を得たものがこれを傍聴することができる。 

２ 議長は、必要があると認めたときは、傍聴人の退場を命ずることができる。 

（会議録） 

第６条 議長は、次に掲げる事項を記録した会議録を調製するものとする。 

（１） 開催日時及び場所 

（２） 出席委員等の氏名 

（３） 議題及び議事の要旨 

（４） その他議長が必要と認めた事項 

２ 会議録は、議長及び議長が指名した２名の委員が署名しなければならない。 

（関係者の出席） 

第７条 議長は、必要があると認めるときは、会議に関係者の出席を求め、説明又は意見を聴くことがで

きる。 

（その他） 

第８条 この告示に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、議長が別に定める。 

附 則 

この告示は、平成１７年１１月１１日から施行する。  
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１．人口動態 

 
 
 
 
  

国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人口（令和 5（2023）年推計）が、令和 5年 12 月 22 日に公表 

●赤磐市の人口は既に減少局面にあり、平成 17（2005）年の 43,913 人 → 令和 2（2020）年には 42,661 人 

●国立社会保障・人口問題研究所の推計では、令和 32（2050）年の人口は 34,386 人で、令和 2 年の約 81％まで減少予想 

●同様の係数を利用して推計した場合、令和 52（2070）年には 28,247 人まで減少 

資料：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所の推計（令和 5 年 12 月） 
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年齢３区分別人口割合においては、老年人口（65歳以上）の増加、年少人口（0歳～14 歳）および生産年齢人口（15歳～64 歳）の減少

に伴い、今後も少子高齢化の状況は続くと思われる。 

●年少人口の割合の推移  ：昭和 55（1980）年＝全体の約 1／4 → 令和 2（2020）年＝全体の約 1／7 

●生産年齢人口の割合の推移：昭和 55（1980）年＝全体の約 2／3 → 令和 2（2020）年＝全体の約 1／2 

●老年人口の割合の推移  ：昭和 55（1980）年＝全体の約 1／8 → 令和 2（2020）年＝全体の約 1／3 

資料：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所の推計（令和 5 年 12 月） 
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２．小学校児童数の推移（学校区別） 

  

10 年前と比べて、市内の児童数は、2,480 人から 2,454 に減少 

●山陽小学校、山陽東小学校、桜が丘小学校については、増加傾向。→校区内に団地があることが原因と思われる。 

●その他の学校においては、減少傾向にある。 

市内の児童数の推移： 平成 26（2014）年＝2,480 人 → 令和 6（2024）年＝2,454 人  （26 人減） 

資料：広報あかいわ  

合計 
2,480 
2,454 
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３．消滅可能性自治体  

資料：山陽新聞（５月１５日、朝刊） 

「人口戦略会議」は、令和 6年 4月 24 日に「消滅可能性自治体」を公表 

●若年女性（20～39 歳の女性）人口が 2020 年から 2050 年までの 30 年間で 50％以上減少する自治体を「消滅可能性自治体」と定義 

●赤磐市でも若年女性人口は減少傾向にあるが、その減少割合は比較的ゆるやかであり、消滅可能性自治体には入っていない。 

－
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４．人口変動の三要素（出生、死亡、移動）の状況 

 

 

 

 

 

 

  

平成 22（2010）年以降は減少傾向であったが平成 25（2013）年には増加傾向に、その後平成 26（2014）年以降は全体で人口が減少傾向

にある。 

●少子高齢化に伴い、自然減（出生数＜死亡数）が年々増加傾向にある。 

●社会増（転出者数＜転入者数）ではあるものの、その増加割合は縮小傾向にある。 

●社会増よりも自然減が大きい状況が続き、全体では人口減の状況が続いている。 

資料：住民基本台帳人口移動報告 
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５．年齢階級別にみた人口移動の状況 

 

  
年齢階級別の人口移動とは、2015 年にある年齢階級であった人口（例：０～４歳人口）が、５年後の 2020 年の年齢階級の人口（例：５

～９歳人口）になったときに、どの程度の増減があったかを示したもの。 

●進学・就職時に社会減（転出者数＞転入者数）が大きくなる傾向にあることから、市外への進学、市外での就職が多い。 

●幼少期およびマイホーム購入時の社会増（転出者数＜転入者数）の傾向にあることから、子どものいる家庭の転入が多い。 

●退職時期の社会増（転出者数＜転入者数）の傾向にあることから、退職後のＵ・Ｉターン者が多いことが見て取れる。 

▲ 800 ▲ 600 ▲ 400 ▲ 200 0 200 400

85歳～→90歳～

80～84歳→85～89歳

75～79歳→80～84歳

70～74歳→75～79歳

65～69歳→70～74歳

60～64歳→65～69歳

55～59歳→60～64歳

50～54歳→55～59歳

45～49歳→50～54歳

40～44歳→45～49歳

35～39歳→40～44歳

30～34歳→35～39歳

25～29歳→30～34歳

20～24歳→25～29歳

15～19歳→20～24歳

10～14歳→15～19歳

5～9歳→10～14歳

0～4歳→5～9歳

（人）

2015年→2020年 平成27年（2015）→令和2年（2020） 男 平成27年（2015）→令和2年（2020） 女

資料：住民基本台帳人口移動報告 
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●年齢階級を年少人口、生産年齢人口、老年人口の３区分に分けて推移をみたところ、どの年も年少人口の社会増が顕著である。 

●令和 3（2021）年を除き、生産年齢人口の社会減が生じている。 

資料：住民基本台帳人口移動報告 
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６．子ども女性比の状況（2025 年予想値）

「子ども女性比」とは、20-44 歳女性１人当たりの子ども（0-4 歳）の数を示す。 

●2025 年予想値による本市の値は、県内でも「子ども女性比」が高く 0.32017 ← 県内６位 
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資料：国立社会保障・人口問題研究所の推計（令和 5 年 12 月） 
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７．地域間の移動の状況  

地域間の移動の状況をみると、岡山市との間での移動が非常に多い状況が見て取れる。 

●岡山市北区、中区、南区は、転入超過（転入＞転出）の状況にあるが、東区だけは、転出超過（転入＜転出）の状況にある。 

●岡山市全域との間の移動の状況は、転入超過（転入＞転出）である。 

資料：「令和 2 年国勢調査」 

純移動数
 総　　　　数 1,185 1,202 -17
県　　　　　　外 389 450 -61
県　　　　　　内 796 752 44
 岡 山 市 北 区 20
 岡 山 市 中 区 37
 岡 山 市 東 区 -18
 岡 山 市 南 区 10
 倉    敷    市 -9
 津    山    市 -4
 玉    野    市 -1
 総    社    市 6
 備    前    市 4
 瀬  戸  内  市 -15
 美    作    市 5
 和    気    町 1
 その他の市町村 8

23
48

193
129
128

51
79
27
11
11
16
34
11
22
40

10
17
20
19
16

166
110
61
70
23

転入数 転出数

213
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昼夜間人口および地域経済循環図の状況をみれば、赤磐市が典型的なベッドタウン型の自治体であることがわかる。 

●昼夜間人口比率（夜間人口当たりの昼間人口の割合）をみると 0.88 と県下で最も低い。 

●地域経済循環率【生産（付加価値額）／分配（所得）】は 68.1％と県下でも低い値となっている。 

８．昼夜間人口・地域経済循環図の状況  

市町村名 夜間人口（人） 昼間人口（人） 昼夜人口比率
昼夜人口
比率順位

勝央町 10,888 12,008 1.10 1

高梁市 29,072 31,269 1.08 2

備前市 32,320 34,132 1.06 3

早島町 12,368 12,877 1.04 4

吉備中央町 10,886 11,330 1.04 5

岡山市 724,691 744,752 1.03 6

津山市 99,937 101,183 1.01 7

笠岡市 46,088 45,957 1.00 8

瀬戸内市 36,048 35,895 1.00 9

倉敷市 474,592 469,637 0.99 10

玉野市 56,531 55,797 0.99 11

奈義町 5,578 5,543 0.99 12

新見市 28,079 27,555 0.98 13

真庭市 42,725 41,988 0.98 14

美作市 25,939 25,468 0.98 15

矢掛町 13,414 13,108 0.98 16

久米南町 4,530 4,379 0.97 17

和気町 13,623 13,114 0.96 18

井原市 38,384 36,493 0.95 19

里庄町 10,950 10,376 0.95 20

鏡野町 12,062 11,478 0.95 21

総社市 69,030 63,908 0.93 22

美咲町 13,053 12,021 0.92 23

西粟倉村 1,398 1,279 0.91 24

浅口市 32,772 29,472 0.90 25

新庄村 813 722 0.89 26

赤磐市 42,661 37,379 0.88 27

※「地域経済循環率」とは、生産（付加価値額）を分配（所得）で除した値 

であり、地域経済の自立度を示している。（値が低いほど他地域から流入 

する所得に対する依存度が高い。） 

※「雇用者所得」とは、主に労働者が労働の対価として得る賃金や給料等を 

いう。 

※「その他所得」は、財産所得、企業所得、交付税、社会保障給付、補助金 

等、雇用者所得以外の所得により構成される。 

※「その他支出」は、「政府支出」+「地域内産業の移輸出-移輸入」により 

構成される。 

例えば、移輸入が移輸出を大きく上回り、その差が政府支出額を上回る場 

合（域外からの財・サービスの購入を通じた所得流出額が政府支出額よりも大きい場合）は、「その

他支出」の金額がマイナスとなる。 

※「支出流出入率」とは、地域内に支出された金額に対する地域外から流入・地域外に流出した金額の

割合で、プラスの値は地域外からの流入、マイナスの値は地域外への流出を示す。 

市町村名
地域経済
循環率

順位

勝央町 157.6 1

里庄町 130.3 2

備前市 126.5 3

早島町 125.4 4

倉敷市 114.3 5

奈義町 108.9 6

玉野市 104.4 7

岡山市 97.3 8

笠岡市 87.1 9

瀬戸内市 86.5 10

高梁市 86.1 11

津山市 86.0 12

和気町 78.8 13

真庭市 77.6 14

総社市 75.4 15

井原市 74.6 16

吉備中央町 72.7 17

矢掛町 72.1 18

新見市 70.6 19

美作市 69.7 20

浅口市 69.3 21

赤磐市 68.1 22

美咲町 63.8 23

久米南町 63.2 24

鏡野町 58.0 25

西粟倉村 36.5 26

新庄村 32.4 27

資料：「令和 2 年国勢調査」 
資料：環境省「地域産業連関表」、「地域経済計算」（株式会社価値総合研究所（日本政策投資銀行グループ）受託作成） 
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９．近隣市町村から岡山市内への通勤・通学状況 

 

  

資料：「令和 2 年国勢調査」 

岡山市に隣接する市町村の中でも赤磐市は、37.0％と最も高い通勤・通学状況であることがわかる。 

●岡山市内への通勤・通学率が 30％を超える市町村は、赤磐市、瀬戸内市、早島町の３自治体。 

●岡山市と隣接しない自治体で、15 歳以上の岡山市への通勤・通学者の割合が 10％を超える自治体は、和気町、備前市の 2自治体であ

り、県東部の自治体の岡山市への依存率は高い。 

資料：「令和 2 年国勢調査」 

11.4％
26,171人

22.6％
6,107人

15.7％
5,551人

16.3％
2,636人

34.0％
6,326人

37.0％
8,266人

21.5％
1,472人

31.2％
1,934人

17.2％
４２５人

10.3％
635人

岡山市

⇒自市内【60.7％】
222,620人

赤磐市
⇒自市内【44.2％】

9,877人

倉敷市
⇒自市内【75.2％】

172,424人

玉野市
⇒自市内【61.9％】

16,712人

総社市
⇒自市内【５１．１％】

18,089人

備前市
⇒自市内【58.8％】

9,482人

瀬戸内市
⇒自市内【49.2％】

9,160人

早島町
⇒自町内【27.0％】

1,677人

和気町
⇒自町内【46.8％】

3,196人

久米南町
⇒自町内【52.9％】

1,309人
吉備中央町

⇒自町内【69.7％】
4,278人

市町村名
人口総数
（人）

15歳以上の
通勤・通学

者数
（人）

15歳以上の
自市町村で
の通勤・通
学者数
（人）

15歳以上の
自市町村で
の通勤・通
学者の割合

15歳以上の
岡山市への
通勤・通学

者数
（人）

15歳以上の
岡山市への
通勤・通学
者の割合

岡山市 724,691 366,815 222,620 60.7% ー －

倉敷市 474,592 229,367 172,424 75.2% 26,171 11.4%

津山市 99,937 53,363 41,153 77.1% 790 1.5%

玉野市 56,531 26,978 16,712 61.9% 6,107 22.6%

笠岡市 46,088 22,312 11,695 52.4% 777 3.5%

井原市 38,384 20,457 12,209 59.7% 412 2.0%

総社市 69,030 35,425 18,089 51.1% 5,551 15.7%

高梁市 29,072 15,288 12,467 81.5% 435 2.8%

新見市 28,079 15,058 13,153 87.3% 187 1.2%

備前市 32,320 16,136 9,482 58.8% 2,636 16.3%

瀬戸内市 36,048 18,620 9,160 49.2% 6,326 34.0%

赤磐市 42,661 22,350 9,877 44.2% 8,266 37.0%

真庭市 42,725 23,344 19,432 83.2% 241 1.0%

美作市 25,939 13,393 8,921 66.6% 189 1.4%

浅口市 32,772 16,336 6,213 38.0% 1,109 6.8%

和気町 13,623 6,831 3,196 46.8% 1,472 21.5%

早島町 12,368 6,207 1,677 27.0% 1,934 31.2%

里庄町 10,950 5,578 1,624 29.1% 343 6.1%

矢掛町 13,414 7,002 3,490 49.8% 348 5.0%

新庄村 813 461 300 65.1% 4 0.9%

鏡野町 12,062 6,285 3,306 52.6% 85 1.4%

勝央町 10,888 5,724 2,740 47.9% 57 1.0%

奈義町 5,578 3,195 1,800 56.3% 18 0.6%

西粟倉村 1,398 790 469 59.4% 3 0.4%

久米南町 4,530 2,474 1,309 52.9% 425 17.2%

美咲町 13,053 6,821 3,305 48.5% 301 4.4%

吉備中央町 10,886 6,138 4,278 69.7% 635 10.3%
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10.県内市町村の 30 年後の状況 

 

 

 

 

  

減少率 

(2020 年→2050 年） 

人口規模（2020 年） 

市町村数 
5,000 人未満 

5,000 人以上～

10,000 人未満 

10,000 人以上～

30,000 人未満 

30,000 人以上～

50,000 人未満 

50,000 人以上～

100,000 人未満 
100,000 人以上 

50％以上   高梁市    １ 

40％以上～50％未満 久米南町  

新見市 

美咲町 

吉備中央町 

美作市 

備前市 

笠岡市 

真庭市 

玉野市  ９ 

30％以上～40％未満 新庄村 奈義町 

和気町 

矢掛町 

鏡野町 

井原市 

浅口市 
  ７ 

20％以上～30％未満 西粟倉村   瀬戸内市 津山市  ３ 

10％以上～20％未満   
勝央町 

里庄町 
赤磐市 総社市 

倉敷市 

岡山市 
６ 

10％未満   早島町    １ 

市町村数 ３ １ １１ ７ ３ ２ ２７ 

最後に参考まで、国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人口を用いて、岡山県内の自治体の状況をながめてみる。 

令和 2（2020）年現在の人口規模、人口の減少率（2020 年→2050 年）で表に示す。下線が引かれている自治体は、30年後に現在の人口

規模を維持できない（左側の区分へ移る）と推計がなされている。 

赤磐市の状況としては、10％～20％の減少率で現在の人口規模（30,000 人以上～50,000 人未満）は維持されると思われる。 

資料：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所の推計（令和 5 年推計） 
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第２次の振り返り（令和 5年度の重要業績評価指標（KPI）の進捗報告） 

  

Ⅰ-１

1 11.7% 11.7% 108.8% 117.7% ◎

2 14.3% 14.3% 14.3% 14.3% ▲

3 3.3% 3.3% 3.3% 3.3% ▲

Ⅰ-２

4 20.0% 48.0% 76.0% 102.0% ◎

5 129.3% 129.5% 98.9% 80.6% ○

6 40.1% 48.6% 63.1% 56.7% ▲

Ⅰ-３

7 72.0% 78.5% 86.0% 92.5% 〇

8 83.3% 83.3% 83.3% 83.3% ○

9 82.2% 80.5% 79.4% 78.6% ▲

９９人

５団体

５１.１％

実績値
令和５年度

進捗度

０．５３ha
（累計７．０６ha）

０件
(累計1件）

０人
(累計１０人）

１３人
（累計５１人）

◎・・・目標値を達成している
〇・・・取組が順調に進んでいる
▲・・・取組内容の改善・修正を行う必要がある

実績値
令和４年度

進捗度 進捗状況

重点戦略Ⅰ　　経済・産業に活力があり、ひとが集まるまちを創る

企業誘致による安定的で良質な雇用創出プログラム

新たな企業用地の確保 商工観光課
平成３０年度末　民間開発

を含む　６.１ha
６ha以上

０．７０ha
（累計０．７０ha）

０．７０ha
（累計０．７０ha）

５．８３ha
（累計６．５３ha）

項目 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 担当課 計画策定時 目標値
実績値

令和２年度
進捗度

実績値
令和３年度

進捗度

新規企業立地件数 商工観光課
平成３０年度末　操業を開

始した企業　５件
７件 １件

０件
(累計1件）

０件
(累計1件）

０人
(累計１０人）

商工業・観光振興による賑わいと活力創出プログラム

新規創業者数（累計）
※商工会で把握している創業者名簿
による

商工観光課
４０人

（平成２７年度～平成３０
年度）

５０人
（令和２年度～令和６年度）

１０人
１４人

（累計２４人）
１４人

（累計３８人）

新規立地企業の雇用創出数
（累計）

商工観光課
５５人

（平成２７年度～平成３０
年度）

３００人
（令和２年度～令和６年度）

１０人
０人

(累計１０人）

強い農業の確立プログラム

新規就農者数 農林課
６７人

（平成３０年度末）
１０７人

（令和６年度末）
７７人 ８４人 ９２人

１９，８１３件

観光入込客数（岡山県観光客動態調
査）

商工観光課
３８３,０００人／年

（平成３０年）
４７０,０００人／年

（令和６年）
１８８,６０１人 ２２８，５９０人 ２９６,７９５人

赤磐市ホームページ月平均アクセス
数（トップページ）

秘書広報課
１９,６３５件／年
（平成３０年度）

２０,０３０件／年
（令和６年度）

２５，９０６件 ２５，９４３件 １６，１３７件

２６６，３３６人

５団体

学校給食における地場食材利用率 農林課 平成３０年度　５１.８％ 毎年６５％以上 ５３.４％ ５２.３％ ５１.６％

６次産業事業認定 農林課
４団体

（平成３０年度末）
６団体

（令和６年度末）
５団体 ５団体

－
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Ⅱ-１

10 113.3% 90.0% 83.3% 140.0% ◎

11 71.6% 81.8% 78.4% 72.8% ▲

Ⅱ-２ 安心して出産・子育てができる環境創出プログラム

12 0.0% 0.0% 100.0% 100.0% ◎

13 50.0% 50.0% 75.0% 75.0% ▲

14 97.2% 98.6% 97.1% 100.9% ◎

15 93.2% 95.0% 98.8% 87.6% 〇

Ⅱ-３ 子どもが健やかに育つ教育環境創出プログラム

16 - 99.9% 100.6% 100.6% ◎

17 - 114.3% 71.4% 63.3% ▲

18 40.0% 65.7% 68.6% 93.3% ○

19 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% ◎

20 83.4% 92.6% 89.4% 96.6% 〇

21 31.0% 50.0% 67.4% 93.0% ○

１００％

１，２０７人/年

１７９人
（累計651人）

４２件

５７５人

１箇所

３個所

９５．９％

１．４１
（令和３年岡山県衛

生統計年報）

８０.５％
（令和２年度から令
和５年度まで平均）

マイナス１．１
ポイント

(平均＝－0.77pt）

９３.３ ％

進捗度
実績値

令和４年度
進捗度 進捗状況

重点戦略Ⅱ　　安心して子育てができ、次代を担うひとが育つまちを創る

安心して家庭を築ける環境創出プログラム

項目 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 担当課 計画策定時 目標値
実績値

令和２年度
進捗度

実績値
令和３年度

実績値
令和５年度

進捗度

◎・・・目標値を達成している
〇・・・取組が順調に進んでいる
▲・・・取組内容の改善・修正を行う必要がある

２５件

２０～３０歳代の転入者数（総務省公
表の転入者数による）

政策推進課
７１４人／年

（平成３０年度）
７９０人／年

（令和５年中）
５６６人 ６４６人 ６１９人

新婚世帯家賃助成交付数 政策推進課
１８件／年

（平成３０年度）
３０件／年

（令和６年度）
３４件 ２７件

１箇所

 認定こども園の数 子育て支援課
平成３０年度末時点

２箇所
４箇所 ２箇所 ２箇所 ３個所

子ども家庭総合支援拠点 子育て支援課
平成３０年度末時点

０箇所
１箇所 ０箇所 ０箇所

９２.２％

合計特殊出生率 健康増進課
１．５９

（平成２８年岡山県衛生統
計年報）

１．６１
１．５０

（平成３０年岡山県
衛生統計年報）

１．５３
（令和元岡山県衛

生統計年報）

１．５９
（令和２年岡山県衛

生統計年報）

乳児健診受診率 健康増進課
９３．３％

（平成３０年度）
９５．０％

（令和６年度）
９２．３％ ９３．７％

８０.５％
（令和２年度から令
和４年度まで平均）

全国学力調査の結果（全国平均正答
率との差）

学校教育課
マイナス２.１ポイント

（平成２７年度～平成３０
年度の平均）

０ポイント
（令和２年度～令和６年度

の平均）
※未実施

プラス０．３
ポイント

マイナス１．５
ポイント

(平均＝－0.6pt）

「授業の内容がよくわかる」と答える児
童・生徒の割合（全国学力調査小・中
学校全教科の平均値）

学校教育課
７５．９％

（平成２７年度～平成３０
年度の平均）

８０．０％
（令和２年度～令和６年度

の平均）
※未実施

全体７９．９％
（小84.6％、中

75.2％）

６８.６％

普通教室の無線LAN整備率 教育総務課
平成３０年度末時点

２９.４％
１００％ １００％ １００％ １００％

学校非構造部材耐震化率 教育総務課
平成３０年度末時点

２２.８％
１００％ ４０.０％ ６５.７％

１,１１７人/年

ヤングボランティア養成事業参加者
（中高生の地域活性化事業参加者）
数（累計）

社会教育課
４０６人

（平成２７年度～平成３０
年度）

７００人
（令和２年度～令和６年度）

２１７人
１３３人

(累計350人）
１２２人

（累計472人）

家庭教育講座参加者 社会教育課
１,１４４人／年
（平成３０年度）

１,２５０人／年
（令和６年度）

１，０４３人/年 １,１５８人/年
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Ⅲ-１

22 25.0% 50.0% 87.5% 135.0% ◎

23 96.8% 95.2% 95.3% 91.2% 〇

Ⅲ-２

24 12.0% 28.0% 48.0% 68.0% ▲

25 60.0% 120.0% 140.0% 160.0% ◎

Ⅲ-３

26 82.8% 81.2% 79.8% 77.7% ▲

27 98.8% 90.0% 93.0% 109.4% ◎

28 97.6% 97.6% 98.1% 97.7% 〇

29 68.7% 70.1% 74.9% 81.3% ○

３６．１％

８３．０３％

３，９０４人

実績値
令和５年度

進捗度

１９件
（累計５４件）

１，１８５人／年

５団体
（累計１７団体）

１組織
（累計８組織）

◎・・・目標値を達成している
〇・・・取組が順調に進んでいる
▲・・・取組内容の改善・修正を行う必要がある

支えあいを中心とした協働によるまちづくり推進プログラム

市民活動実践モデル事業（累計） 協働推進課 -
２５団体

（毎年５団体）
３団体

４団体
(累計７団体）

５団体
（累計１２団体）

転入者数
（総務省公表の住民基本台帳人口移
動報告による）

市民課
平成30年転入者数

１,３５６人
１,３００人／年 １，２５８人／年 １，２３８人／年

実績値
令和４年度

進捗度 進捗状況

重点戦略Ⅲ　　多彩な人材の活躍により、地域が活性化しているまちを創る

移住・定住が進むまち創出プログラム

空き家情報バンク成約物件数（累計） 政策推進課
３２件

（平成２７年度～平成３０
年度）

４０件
（令和２年度～令和６年度）

１０件
１０件

（累計２０件）
１５件

（累計３５件）

項目 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 担当課 計画策定時 目標値
実績値

令和２年度
進捗度

実績値
令和３年度

進捗度

１，２３９人／年

１組織
（累計７組織）

高齢者が生きがいをもち元気に暮せる地域創出プログラム

シルバー人材センター会員数 社会福祉課
３８１人

（平成３０年度）
４３０人

（令和６年度）
３５６人 ３４９人 ３４３人

地域支えあいのための取組を行う新
たな組織（累計）

協働推進課 -
５組織

（毎年１組織）
３組織

３組織
(累計６組織）

３３４人

３０．７％

要支援や要介護を必要としない高齢
者の割合

介護保険課
８３．４％

（平成３０年度）
８５％

（令和６年度）
８３．００％ ８３．００％ ８３．３８％

特定健診実施率（法定報告値） 市民課
２８．５％

（平成２９年度）
３３％

（令和５年度）
３２．６ ％ ２９．７％

３，５９５人認知症サポーター養成数（累計） 介護保険課
３,０４０人

（平成２７年度～平成３０
年度）

４,８００人
（令和２年度～令和６年度

の累計）
３，２９９人 ３，３６４人
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